
仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 2 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 722 名称 根拠法令、条例等 目 2 義務or任意

基本目標 7 市民参加による自立したまちづくり 開始年度 H17 実施方法

政策 2 多彩な交流と情報活用によるまちづくり 終了年度 － 事業分類

施策 2 市政情報の共有と広聴活動の充実

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

本市情報に接触した人の割合 ％ － 35.5 37.5 39.0 40.5

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

ふるさと特使委嘱数 人 0 1 0

ふるさと特使人数 人 16 17 17

事業費計 千円 0 2 4

一般財源 千円 0 2 4

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

本市情報に接触した人の割合 ％ 30.6 33.9 29.8 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

・ＳＮＳ等を活用し、本人の活動状況を確認する。

・本人の活動内容に照らし、提供情報の精査を行う。

・特使と連携し、イベントへの参加をすることで、佐野市の知名度アップを図る。

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・市から特使への情報提供（通年）

・在京佐野ふるさと会との合同懇親会の開催（７月）

担当組織 予算

科目

佐野ふるさと特使イメージアッ

プ推進事業

政策体系
佐野ふるさと特使設置要綱

事業

期間

効果が上がった指標数
効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数

指標全体

・市の魅力等の情報発信をしてもらえるよう、有益な情報の提供を行う。

・特使の一人から、イベント参加の提案を受けた。

効果
(R5とR4の

指標値増減)

費

用

直営

啓発事業

「佐野市の魅力・実力・潜在力」を県内外に積極的にアピールしていくため、各界において活躍している方々を「佐野ふるさと特使」として委嘱し、本市のイメージアップ

を図る。

費用（R5とR4の一般財源増減） 効果

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

ふるさと特使の活動を通して、多くの人に佐野市を知ってもらう。

効果説明
(定量及び

定性)

・各自の活動の中で佐野市のＰＲをしていただく。

広報ブランド推進課 継続事業

広報・地域連携係 市単独事業

任意的事業

2024年8月2日

佐野ふるさと特使イメージアップ推進事業 一般事業

総合政策部 単年度繰り返し



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 2 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 722 名称 根拠法令、条例等 目 2 義務or任意

基本目標 7 市民参加による自立したまちづくり 開始年度 H17 実施方法

政策 2 多彩な交流と情報活用によるまちづくり 終了年度 － 事業分類

施策 2 市政情報の共有と広聴活動の充実

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

本市情報に接触した人の割合 ％ － 35.5 37.5 39.0 40.5

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

交付対象団体数 団体 1 1 1

事業実施数 回 1 1 2

事業費計 千円 100 100 100

一般財源 千円 100 100 100

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

本市情報に接触した人の割合 ％ 30.6 33.9 29.8 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

・会の性格・目的等を踏まえた施策展開を検討する。

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・市は事務局を所管し、交付金の支出、情報提供等必要な支援

を行う（通年）。

・総会等の開催（７月）

・さの秀郷まつり見学会等への参加（９月）

担当組織 予算

科目
在京佐野ふるさと会支援事業

政策体系 在京佐野ふるさと会交付金交

付要綱

事業

期間

効果が上がった指標数
効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数

指標全体

・物価高騰等の影響により、会の運営が厳しさを増している。

・会員の高齢化、減少等の問題がある。

・会の活動内容が広報事業に直結していない。

効果
(R5とR4の

指標値増減)

費

用

直営

啓発事業

東京都及びその周辺に在住する佐野市出身者や佐野市にゆかりのある者により「在京佐野ふるさと会」を組織し、会員相互及び佐野市との情報交換を行うことで、

市との連携を保ち、市の発展につなげる。

費用（R5とR4の一般財源増減） 効果

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

首都近郊において、佐野市に関する情報を発信してもらい、もって

佐野市の知名度向上につなげる。

効果説明
(定量及び

定性)

・都内で行われる催し等への参加

広報ブランド推進課 継続事業

広報・地域連携係 市単独事業

任意的事業

2024年8月2日

在京佐野ふるさと会支援事業 一般事業

総合政策部 単年度繰り返し



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当あり

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 2 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 722 名称 根拠法令、条例等 目 2 義務or任意

基本目標 7 市民参加による自立したまちづくり 開始年度 H17 実施方法

政策 2 多彩な交流と情報活用によるまちづくり 終了年度 － 事業分類

施策 2 市政情報の共有と広聴活動の充実

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

市政情報提供度 ％ 86.0 72.0 77.0 82.0 86.0

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

ホームページビュー総数 千件 － 6,569 5,182

ＳＮＳ登録者数 人 34,958 36,791 38,178

テレビ・ラジオ放送時間 時間 258 189 149

事業費計 千円 4,416 2,441 6,815

一般財源 千円 3,939 2,441 5,345

特定財源（国・県・他） 千円 477 1,470

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

市政情報提供度 ％ 70.0 69.6 68.1 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し

効果が下がった 費用が増加した 〇

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

・ホームページにおけるアクセシビリティに関する啓蒙を継続して図る。

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・ホームページの管理・更新（通年）

・各種ＳＮＳの管理（通年）

・佐野ケーブルテレビにおける市政情報番組の制作（通年）

・新春番組等の収録・放送（12～１月）

担当組織 予算

科目
市政情報発信事業

政策体系
佐野市広報広聴事務規則

事業

期間

効果が上がった指標数
効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数

指標全体

・新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、テレビ放送時間やホームページビュー数の減少が見られた。

・令和５年度からホームページ運用事業を統合したため費用が増加した。

・ホームページにおいて、各課のアクセシビリティに関する理解が不足している。

効果
(R5とR4の

指標値増減)

費

用

直営

啓発事業

佐野市の魅力や情報を様々な媒体を通して発信し、情報の周知を図る。

費用（R5とR4の一般財源増減） 効果

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

ホームページ、ＳＮＳ、ケーブルテレビその他の媒体を通じ、行政は

市民と情報を共有する。

効果説明
(定量及び

定性)

・新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、ホームページ等への

情報依存が減じられた。

広報ブランド推進課 継続事業

広報・地域連携係 市単独事業

任意的事業

2024年8月2日

市政情報発信事業 実施計画事業

総合政策部 単年度繰り返し



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 2 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 722 名称 根拠法令、条例等 目 3 義務or任意

基本目標 7 市民参加による自立したまちづくり 開始年度 H11 実施方法

政策 2 多彩な交流と情報活用によるまちづくり 終了年度 - 事業分類

施策 2 市政情報の共有と広聴活動の充実

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

情報公開請求から交付までの平均日数 日 10 10 10 10 10

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

研修会の開催回数 回 1 0 1

事業費計 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0

特定財源（国・県・他） 千円 0 0 0

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

情報公開請求から交付までの平均日数 日 3 6 3 値が小さいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和6年6月28日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

・公開請求のあった情報を速やかに公開する。

・市民に対して市政に関する情報を積極的に公開する。

・情報公開条例に基づく公開請求があった場合に迅速に公開事務ができるよう職員研修会を実施する。

・情報公開条例又は個人情報の保護に関する法律に基づく審査請求があった場合に情報公開・個人情報保護審査会に諮問し、その庶務を行う。

佐野市情報公開条例

佐野市情報公開・個人情報

保護審査会条例

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

情報公開事務

行政経営部

行政経営課

法務文書係
情報公開事務

担当組織

上に同じ

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

情報公開個人情報保護制度研修会　10月４日開催

指標全体

現在の公開請求は、業者が事業として請求するものが大部分を占めており、本来の情報公開の目的（説明責任を果たす）からかけ離れている。

このような請求を別の制度を設けて対応するように検討する。

効果説明
(定量及び

定性)

情報公開請求から決定までの平均日数が早くなった。

有用の認識が高まった。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

その他市民に対する事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市⾧公約 該当なし 総合戦略 該当なし
施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報
部 予算中事業名 会計 一般 事業計画
課 款 2 新規or継続
係 項 5 市単独or国県補助

体系コード 722 名称 根拠法令、条例等 目 2 義務or任意

基本目標 市民参加による自立したまちづくり 開始年度 S22 実施方法

政策 2 多彩な交流と情報活用によるまちづくり 終了年度 事業分類
施策 2 市政情報の共有と広聴活動の充実

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値
（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値
効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

市政情報が十分に提供されて
いると認識している市民の割合 ％ 86.0 72.0 77.0 82.0 86.0

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明
（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

学校基本調査報告率 ％ 100 100 100

毎月人口調査報告率 ％ 100 100 100

事業費計 千円 43 43 44

一般財源 千円 2 2 4

特定財源（国・県・他） 千円 41 41 40

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい
効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

市政情報が十分に提供されて
いると認識している市民の割合 ％ 70.0 69.6 68.1 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）
費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討
（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組
取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）
事業効果を上げるための事務改善の検討
事業費の見直し検討
業務時間効率化のための事務改善の検討
特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

2024年6月28日

経常委託統計調査実施事業 一般事業

総合政策部 単年度繰り返し
政策調整課 継続事業
統計係 国県補助事業

義務的事業
直営

検査・調査事務

法定受託事務として毎年国から市へ委託されている事務。
①学校基本調査　5月1日を基準日に、幼稚園籍の園児数及び小中学校、義務教育学校の児童数、教職員数等を調査する。
②毎月人口調査　直近の国勢調査の人口を基礎とし、市民課から提供を受けた人口動態を反映して月次人口を推計する。

費用（R5とR4の一般財源増減） 効果

目的
(本事業に
よって成し
遂げたい
状態)

①学校教育行政に必要な基本的事項を明らかにする。
②常住人口及び世帯数を推計し、その動向を明らかにする。
これら結果を公表することで、市民の市政に対する理解や関心を高
める。

効果説明
(定量及び
定性)

市民の市政に対する理解や関心を高める。
令和５年度の市民アンケートの結果では、市政情報が十分に提供
されていると認識している市民の割合は低下した。

市民の方の統計データに対する興味関心を高めるため、市統計書等の内容や構成を見直して
いく。

活動実績
(R５年度に
行った主な活
動内容）

①学校基本調査
　５月１日を基準日として、市内４４校（園）及び教育委員会に
調査への協力を依頼。報告をとりまとめ、期限内に栃木県統計課に
提出した。
②毎月人口調査
　直近の国勢調査の人口を基礎とし、市民課から提供を受けた人
口動態により数値を調整し、毎月定められた期限内に栃木県統計
課に報告した。

担当組織 予算
科目

経常委託統計調査実施事業

政策体系 地方自治法、統計法、
同施行令

事業
期間

効果が上がった指標数
効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数

指標全体

・学校基本調査については、１００％オンライン回答が実現している。
・毎月人口調査については、従来目視で行っていた工程について、市民課から提供されるCSVデータから報告数値を算出できないか試行中である。
・統計調査の結果を分かりやすくまとめ、市民に公表することが求められている。

効果
(R5とR4の
指標値増減)

費
用



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市⾧公約 該当なし 総合戦略 該当なし
施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報
部 予算中事業名 会計 一般 事業計画
課 款 2 新規or継続
係 項 5 市単独or国県補助

体系コード 722 名称 根拠法令、条例等 目 2 義務or任意

基本目標 市民参加による自立したまちづくり 開始年度 T9 実施方法

政策 2 多彩な交流と情報活用によるまちづくり 終了年度 事業分類
施策 2 市政情報の共有と広聴活動の充実

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値
（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値
効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

市政情報が十分に提供されて
いると認識している市民の割合 ％ 86.0 72.0 77.0 82.0 86.0

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明
（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

調査等実施件数 件 1 1

統計調査準備事務等件数 件 1 1

回答数／対象数(客体数) ％ 96.9 90.0 80.3

事業費計 千円 6,603 3,093 6,155

一般財源 千円 40 69 122

特定財源（国・県・他） 千円 6,563 3,024 6,033

　　　（うち受益者負担） 千円 0 0 0

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい
効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

市政情報が十分に提供されて
いると認識している市民の割合 ％ 70.0 69.6 68.1 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）
費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討
（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組
取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）
事業効果を上げるための事務改善の検討
事業費の見直し検討
業務時間効率化のための事務改善の検討
特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

2024年6月28日

周期委託統計調査実施事業 一般事業

総合政策部 単年度繰り返し
政策調整課 継続事業
統計係 国県補助事業

義務的事業
直営

検査・調査事務

法定受託事務として国から委託されている調査であり、各調査は５年周期で実施される。調査員を任命、調査を依頼し、調査票を配布・取集後、審査のうえ県へ
調査書類を提出する。
主な調査:①国勢調査　②経済センサス-基礎調査　③経済センサス-活動調査　④農林業センサス　⑤住宅・土地統計調査　⑥就業構造基本調査
　　　　　　　⑦全国家計構造調

費用（R5とR4の一般財源増減） 効果

目的
(本事業に
よって成し
遂げたい
状態)

それぞれの指定調査に関する実態を明らかにし、集計結果を国民
（市民）にホームページ等で公表し、市民の市政に対する理解や
関心を高める。

効果説明
(定量及び
定性)

市民の市政に対する理解や関心を高める。
令和５年度の市民アンケートの結果では、市政情報が十分に提供
されていると認識している市民の割合は低下した。

市民の方の統計データに対する興味関心を高めるため、市統計書等の内容や構成を見直して
いく。

活動実績
(R５年度に
行った主な活
動内容）

・住宅・土地統計調査（指導員１４人、調査員８４人）
　国勢調査の約950調査区から無作為抽出された調査区からさら
に抽出された199調査区から、さらに抽出された約3,300世帯を対
象に実施した。
　報告期限内にすべての関係書類を栃木県統計課に提出した。
・農林業センサス準備事務
　２０２５農林業センサスの準備事務として、農政課、農山村振
興課の協力の元、調査区の見直し事務を実施した。

担当組織 予算
科目

経常委託統計調査実施事業

政策体系 地方自治法、統計法、
同施行令

事業
期間

効果が上がった指標数
効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数

指標全体

・近年の個人情報保護意識の高まりや、コロナ禍を経て対面でのやりとりを避ける傾向が高まったことなどから、今後も回答率の低下は避けられないと予想される。
　また、国は近年インターネット回答を推奨しており、この取組みにより回答率の向上が期待されるが、インターネット回答率は全国的に伸び悩んでいる。
・統計調査の結果を分かりやすくまとめ、市民に公表することが求められている。

効果
(R5とR4の
指標値増減)

費
用



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市⾧公約 該当なし 総合戦略 該当なし
施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報
部 予算中事業名 会計 一般 事業計画
課 款 2 新規or継続
係 項 5 市単独or国県補助

体系コード 722 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 市民参加による自立したまちづくり 開始年度 S43年度 実施方法

政策 2 多彩な交流と情報活用によるまちづくり 終了年度 事業分類
施策 2 市政情報の共有と広聴活動の充実

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値
（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値
効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

会員数/登録調査員数 ％ 23 20 20 20 20

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明
（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

総会参加者 人 ー 27 33

研修参加者(視察他) 人 ー 20 26

交流事業参加者 人 ー ー 36

事業費計 千円 100 150 200

一般財源 千円 100 150 200

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい
効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

会員数/登録調査員数 ％ 20 19 18 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）
費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討
（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組
取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）
事業効果を上げるための事務改善の検討
事業費の見直し検討
業務時間効率化のための事務改善の検討
特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

　統計調査業務完了後などに、協議会の趣旨などを伝え勧誘勧誘を行った結果、新規加入者が増えたが、高齢等を理由に退会する方も多く、会員数は伸び悩んでいる。次年
度は、協議会だよりの刷数を増やして、協議会の活動を多くの市民の方に知っていただく取組みを行う。

協議会の事業内容等を充実させ魅力あるものとし、調査事務打合会等の機会を捉え、会員の
拡充に努める。
協議会ができるだけ会員で自主運営できるように促す。(視察研修の企画、統計だよりの編集な
どを会員が行うようにする）

費用（R5とR4の一般財源増減） 効果

効果
(R5とR4の
指標値増減)

効果が上がった指標数
効果は変わらない指標数 費

用
効果が下がった指標数

指標全体

効果説明
(定量及び
定性)

統計協議会の会員数を増やし、協議会の組織の拡充強化を図ると
ともに、統計調査に熟達し、経常的に調査に従事する人材を育成、
確保する。
令和5年度は新規加入者が脱会者を下回り、会員数が減少した。

統計係 市単独事業

政策体系

任意的事業

佐野市統計協議会会則、佐
野市運営費補助金交付要領

事業
期間

直営

審議会等運営事業

佐野市統計協議会に補助金を交付し、同協議会の運営を支援している。佐野市統計協議会は、各種統計調査を円滑に実施するために、統計調査員としての資
質の向上を目指すこと、市との協力体制を構築すること、併せて会員相互の親睦を図ることを目的に設定された団体。

目的
(本事業に
よって成し
遂げたい
状態)

統計調査員、指導員としての資質向上を目的として、研修会への参
加費助成や情報交換の場を設ける。また、会員相互並びに登録調
査員との親睦を図ることにより、組織の拡充強化を目指す。

活動実績
(R５年度に
行った主な活
動内容）

（市の活動）統計協議会の事務局として、補助金の交付手続き
及び運営・活動のサポートを行う。
（統計協議会の活動）総会等の会議実施、視察研修、登録調
査員交流事業、研修会実施、統計だより発行、国県主催の研修
会等への参加費助成等

令和6年6月28日

統計協議会支援事業 一般事業

担当組織
総合政策部

予算
科目

単年度繰り返し
政策調整課

統計協議会支援事業
継続事業



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市⾧公約 該当なし 総合戦略 該当なし
施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報
部 予算中事業名 会計 一般 事業計画
課 款 2 新規or継続
係 項 5 市単独or国県補助

体系コード 722 名称 根拠法令、条例等 目 1 義務or任意

基本目標 市民参加による自立したまちづくり 開始年度 S49年度 実施方法

政策 2 多彩な交流と情報活用によるまちづくり 終了年度 事業分類
施策 2 市政情報の共有と広聴活動の充実

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値
（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値
効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

登録調査員/常時必要調査員数 ％ 289.58 300 300 300 300
研修等参加者数/登録調査員数 ％ 13.67 13.0 13.0 10.0 10.0

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明
（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

新規登録調査員数 人 8 21 15

登録調査員数 人 274 291 284

研修・交流事業参加者数 人 - 20 62

事業費計 千円 17 21 16

一般財源 千円 2 1 1

特定財源（国・県・他） 千円 15 20 15

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい
効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

登録調査員/常時必要調査員数 ％ 288.4 306.3 298.9 値が大きいほど良い 効果が下がった

研修等参加者数/登録調査員数 ％ － 13.7 21.8 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）
費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し 〇
効果は変わらない 費用が増加した

４．次年度に向けた検討
（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組
取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）
事業効果を上げるための事務改善の検討
事業費の見直し検討
業務時間効率化のための事務改善の検討
特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

登録者の中には年齢（高齢）や体調不良等により実際には調査に従事できない方も含まれており、大規模調査は５年周期の実施であることから、調査員全体の数はもちろん、
指導員やベテラン調査員の確保が年々困難になっている。個人情報保護意識の高まりや、単身世帯、外国人世帯等の増加により統計調査に非協力的な客体も増加しており、
調査員のモチベーションの低下を招いている。

途切れず、確実に確保するためには、調査の規模や内容により、専門知識や地域の実情に詳し
い関連団体からの調査員の推薦をうける仕組みを所管部署と連携して構築する。
国勢調査は大規模で、かつ集計結果が多方面で利活用されることから、指導員及び調査員の
一部に正職員を充て、量と精度を確保する。

費用（R5とR4の一般財源増減） 効果

効果
(R5とR4の
指標値増減)

効果が上がった指標数
効果は変わらない指標数 費

用
効果が下がった指標数

指標全体

効果説明
(定量及び
定性)

調査員の新規登録者数を増やすとともに、既登録者の活動継続を
依頼し、登録調査員数を確保する。
令和5年度は常時要調査員数は充足しているが、高齢化や退職年
齢の引上げ等の影響で、新規登録者が登録削除者を下回り、登録
者数が減少した。

統計係 国県補助事業

政策体系

任意的事業

国統計調査員確保対策事業
実施要綱

事業
期間

直営

人材育成事業

法廷受託事務である統計調査を実施するため、あらかじめ統計調査員となる意思を有する者を登録する。栃木県が実施する統計調査員研修会に参加するほか、調
査員の資質の向上を図ることを目的とした研修会等を実施する。また、登録調査員同氏の意思の疎通、親睦を図るため、交流事業を実施する。叙勲、褒章をはじめ
とする各種統計調査表彰の基準に該当する登録調査員を選定、調書を作成し、推薦する。

目的
(本事業に
よって成し
遂げたい
状態)

国の補助基準では、平成21年経済センサスー基礎調査の調査区
数（190調査区）に1/2を乗じて得た数（95人）の調査員を常
時確保する必要があるため、市民に対して新規登録を勧誘し、既登
録者には継続を依頼する。

活動実績
(R５年度に
行った主な活
動内容）

①新規調査員の募集（広報4月号、ホームページ）　②親睦交流
事業の実施　③国・県登録調査員研修会参加　④「統計調査員
のしおり」、「統計ニュース」、「統計調査員研修用資料（県提供）」
の送付　⑤統計調査表彰候補者の推薦

令和6年6月28日

統計調査員確保対策事業 一般事業

担当組織
総合政策部

予算
科目

単年度繰り返し
政策調整課

経常委託統計調査実施事業
継続事業



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 2 新規or継続

係 項 1 市単独or国県補助

体系コード 722 名称 根拠法令、条例等 目 2 義務or任意

基本目標 7 市民参加による自立したまちづくり 開始年度 H16 実施方法

政策 2 多彩な交流と情報活用によるまちづくり 終了年度 － 事業分類

施策 2 市政情報の共有と広聴活動の充実

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

市政情報提供度 ％ 86.0 72.0 77.0 82.0 86.0

広報紙閲読率 ％ 92.0 78.0 79.0 80.0 92.0

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

広報紙発行回数 回 12 12 12

年間延べ発行部数 部 550,800 550,800 554,400

事業費計 千円 15,337 15,055 17,464

一般財源 千円 11,262 11,580 13,054

特定財源（国・県・他） 千円 4,075 3,475 4,410

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

市政情報提供度 ％ 70.0 69.6 68.1 値が大きいほど良い 効果が下がった

広報紙閲読率 ％ 72.2 71.6 74.7 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

1指標 費用の増減無し

効果は変わらない 費用が増加した 〇

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

・若年層に読んでもらうための特集テーマ選定、紙面構成等の工夫

・職員のソフトウェア操作の習熟度向上

・民間施設を含めた配布箇所の選定

・市民記者の確保

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・毎月広報紙を発行し、町会を通じて市民に配布

・広報紙作成のための取材、編集作業

・年４回の特集のテーマ選定、取材、制作

・有料広告の募集及び掲載までの事務手続

担当組織 予算

科目
広報紙発行事業

政策体系 佐野市広報広聴事務規則

佐野市市民記者設置要綱

事業

期間

効果が上がった指標数
効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数

指標全体

・リニューアル直後ということもあり、紙面の制作においては、現状で改善可能なところは全て改善した。

・一般的ではないソフトウェアを使用して紙面を制作するため、職員の練度が向上するよう、スモールステップの育成制度を構築した。

効果
(R5とR4の

指標値増減)

費

用

直営

啓発事業

・市政に関する情報、話題等を掲載した広報紙を発行する。

・広報紙発行のための情報収集、取材、編集、発行及び配布を行う。

費用（R5とR4の一般財源増減） 効果

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

広報紙を多くの市民が読み、行政は市民と情報を共有する。

効果説明
(定量及び

定性)

・リニューアルを行い、「フルカラーで見やすくなった」「項目の整理で探

しやすくなった」など、市民からポジティブな反響が多くあった。

・特集に関しても「桜スポットに知人を連れていくのが楽しみだ」「方言

は奥が深い」など、たくさんの反響があった。

広報ブランド推進課 継続事業

広報・地域連携係 市単独事業

任意的事業

2024年8月2日

広報紙発行事業 一般事業

総合政策部 単年度繰り返し


